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　今月も「科学技術動向」をお届けします。
　科学技術動向研究センターは、約 2000 名の産官学から成る科学技術
人材のネットワークを持ち、科学技術政策において重要な情報あるいは
意見の収集を行い、また科学技術予測に関する活動も続けております。
　月刊「科学技術動向」は、科学技術動向研究センターの情報発信手段
の一つとして、2001 年4月以来、毎月、編集・発行を行っています。意
識レベルの高い科学技術関係者の方々、すなわち、科学技術全般に関し
て広く興味を示し、また科学技術政策にも関心をお持ちの方々に読んで
いただけるものを目指しております。「トピックス」では最近の科学技術
および政策から注目される話題をとりあげ、また、「レポート」では各国
の動向や今後の方向性などを加えてさらに詳しく論じています。これら
は、科学技術動向研究センターの多くの分野のスタッフが学際的な討議
を重ねた上で執筆しています。「レポート」については、季刊の英語版の
形で海外への情報発信も行っています。
　今後とも、科学技術動向研究センターの活動に有効なご意見を読者の
皆様からお寄せいただけることを期待しております。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　文部科学省科学技術政策研究所
　　　　　　　　　　　　　　科学技術動向研究センター　センター長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奥和田　久美
【連絡先】〒１００－００１３　
　　　　  東京都千代田区霞が関３－２－２ 中央合同庁舎第７号館東館１６Ｆ
【電　話】０３－３５８１－０６０５【FAX】０３－３５０３－３９９６
【 U R L 】http://www.nistep.go.jp
【E-mai l】stfc@nistep.go.jp
文部科学省科学技術政策研究所
科学技術動向研究センター
　このレポートについてのご意見、お問い合わせは、下記のメールアドレスまたは電話
番号までお願いいたします。
　なお、科学技術動向のバックナンバーは、下記のURLにアクセスいただき「科学技術
動向・月報一覧」でご覧いただけます。
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科学技術動向
概　要
温室効果ガス削減に貢献する電力技術
　世界では発展途上国を中心とした人口増加やエネルギー需要増加に伴い、大気汚染や水
質汚染などの環境問題、そして先進国では CO2 排出量増加に伴う、人々の生命・健康・
生活環境に影響を与える地球規模での気候変動が問題となっており、それらに対する取り
組みを推進していかなければならない。
　我が国は、世界最高水準の高効率発電・送電技術、省エネルギー技術、電力貯蔵技術、
環境対策技術などの技術を有している。これらの既存技術を国内に着実に普及および定着
させ、さらに向上させることが、国内における温室効果ガスの排出量削減のために極めて
重要である。その上で、十分な技術を有していない途上国に対し、我が国の優れた電力技
術、例えば高効率機器といったハード技術に加え、運転管理・点検保守に関するノウハウ
などのソフト面も、人的交流・情報交換・技術支援などを通じて提供していくことが、そ
の地域の環境保全および世界全体の温室効果ガス排出量削減のために求められている。　
　一方、エネルギーや環境政策の推進に関しては、単に技術開発やインフラの整備だけで
はなく、産学官民を交えた合意形成が不可欠であり、政府や産業界のみならず、一般市民
も一体となって取り組むことが重要である。合意形成の場を充実させ、より多くの市民が
積極的に参加できる機会を拡充する施策が必要である。そのためには、社会科学と技術分
野が協力して、学術的に研究を進めることが望まれる。
ライフサイクルアセスメントに基づくCO2 排出量の電源種別比較
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排熱回収用高効率熱電変換材料の研究開発動向
　排熱温度が高い大型発電システム、鉄鋼関連炉やゴミ焼却場などにおける排熱エネルギー回
収が進みつつあるが、まだ回収レベルは充分とはいえない。排熱を有効なエネルギーに回収す
る技術が確立されれば、社会システム全体のエネルギー消費の低減に繋がり、エネルギー問題
や地球温暖化などの環境問題の解決に大きく貢献できる。
　熱エネルギーを電気エネルギーに変換する熱電発電システムは、排熱エネルギーの再資源化
という意味で注目されてきた。しかし、現在使用されている熱電変換材料は重金属であるBi、
Sb、Te、Pb などが主成分となっており、これらの資源では埋蔵量が少なく、環境負荷も懸念
される、さらには、それらの素子の発電効率は、太陽電池などに比べて相当に低い、などの理
由から、熱電発電システムの本格的普及は進んでいない。我が国では、様々な熱電変換材料お
よび発電システムに関する研究助成事業などが、主に（独）新エネルギー・産業技術総合開発機
構により推進されてきた。しかし、これまでの材料技術およびシステム技術の成果は、他の発
電システムに対するコスト競争力を含めて、熱電発電市場を担えるレベルには到達していない。
　今後は、基礎・基盤技術の研究開発から実用化までの道筋と、重点的に取り組むべき課題を
さらに明確にして、短期的課題と長期的課題に分けたうえで、材料技術・デバイス化技術・応
用技術に関する研究開発プロジェクトを並行して推進する具体的方策を採るべきである。特に
長期的課題として、ナノ構造制御とその製造プロセスによる超格子や量子構造などから構成さ
れる新規ナノ材料システムや、原料資源の埋蔵量が豊富で環境負荷の低い金属酸化物などの研
究開発がある。基礎・基盤技術開発から実用化または普及拡大までの全体シナリオに基づいた
うえで、低環境負荷の熱電変換材料などの研究開発に重点をおくべきである。
　これらの材料を用いてコスト ･パフォーマンスを有するモジュールやシステムを開発できれ
ば、熱機能素子や熱回収デバイスなどを対象とする省エネルギー・低負荷環境技術産業の大き
な広がりが期待される。今後、我が国が当該分野で世界のリーダーシップを取り、技術的な優
位性を諸外国に対して確保していくべきである。
科学技術動向
概　要
これまで研究されてきた主な熱電変換材料と今後重点的に研究開発すべき材料系
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 ライフサイエンス分野	 TOPICS	 Life Science
トピックス 1　画期的な肝硬変治療法の可能性
　我が国では、肝硬変を含む肝疾患で年間 4 万人以上が死亡しており、十分な効果と安全性をも
つ治療法が望まれている。肝硬変は、肝細胞が死滅・減少し線維組織により置換され（線維化）、
結果として肝機能が低下した状態である。札幌医科大学の新津洋司教授の研究チームは、世界に
先駆け肝臓の線維化に対する有効な治療法を開発し、2008 年 3 月 30 日付の Nature Biotechnology
電子版に発表した。研究チームは、HSP47 というタンパク質の機能を抑えることにより、肝臓内
のコラーゲン分泌のみを抑制する方法を考え、ラットで有効性と安全性を実証した。この成果は、
ヒトにおける肝硬変の効果的かつ安全な治療法の開発に役立つと海外からも注目されている。ま
た、他の臓器の線維症に対する治療法への応用も考えられ、今後の研究発展が待たれる。
参　考
1)　Sato Y. et al. Resolution of liver cirrhosis using vitamin A-coupled liposomes to deliver siRNA against a collagen-specific 
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　肝硬変は、肝細胞が死滅・減少し、線維組織に
より置換され（線維化）、結果として肝機能が低下
した状態である。その原因は、肝炎ウイルスの感
染や過剰のアルコール摂取などによる慢性肝障害
である。肝臓は再生能力の非常に高い臓器である
が、ある程度以上に線維化が進行するとその変化
は非可逆的になり、治療をしないと機能不全によ
り死に至る。我が国においては年間 4 万人超が肝
硬変を含む肝疾患で死亡している。
　肝硬変の有効な治療法として、線維化を抑制する
治療法の研究開発が世界中で進められてきたが、こ
れまで十分な効果と安全性を有する治療法は開発さ
れていなかった。札幌医科大学の新津洋司教授をは
じめとする研究チームは、世界に先駆けて肝臓の線
維化に有効な治療法を開発し、2008 年 3 月 30 日
付の Nature Biotechnology 電子版に発表した。
　従来の研究で、ヒトや動物での肝臓の線維化は、
炎症などにより活性化した同臓器内の星細胞がコ
ラーゲンを産生・分泌することによって生じるこ
とが示されている。またコラーゲンの分泌には、
星細胞に存在する HSP47 というタンパク質が大き
く関与していることも判明している。これらの過
去の知見から、新津教授の研究チームは、HSP47
を標的としてその機能を抑えることにより、肝臓
内のコラーゲン分泌のみを抑制する方法を考え、
ラットの肝硬変モデルで検証した。
　研究チームは、まずヒトの HSP47 に相当す
るラット gp46 を標的にし、その働きを抑制す
る RNA 断片を合成した（低分子干渉 RNA、以
下 siRNAgp46 と記す）。次に、星細胞がビタミ
ン A を取り込み・貯蔵する機能があることを利用
し、siRNAgp46 をビタミンA（VA）と結合したリポ
ソームという人口膜で包み、siRNAgp46 を星細
胞のみに取り込ませるようにした（以下、VA-lip-
siRNAgp46 と記す）。3 種類の肝硬変ラットモデ
ルに対し、VA-lip-siRNAgp46 を静脈内投与した
ところ、いずれのラットにおいても肝線維化を抑
制できた。ジメチルニトロソアミン（DMN）投与に
よる実験では、VA-lip-siRNAgp46 非投与のラット
は全て死亡したのに対し、投与ラットではその用量
に依存して生存期間の延長がみられた。特に、体重
1kg あたり 0.75mg を週 3 回、計 12 回投与したラ
ットは全て生存した。生存期間の延長と共に、組織
学的な線維化の改善と肝機能の回復が確認され、投
与による副作用も認められなかった。
　以上の研究成果は、ヒトにおける肝硬変の効果
的かつ安全な治療法を開発するために役立つと、
海外からの注目も集まっている。また、肝臓に限
らず他臓器の線維症に対する治療法への応用も考
えられ、今後の研究発展が待たれる。
5Science & Technology Trends   September  2008
（2005 年 6 月時点を基準とした相対値で示す）
	情報通信分野	 TOPICS	 Information & Communication
　2008 年 6 月 18 日に世界のスーパーコンピュータの 500 位までの順位を決める最新の TOP500 リ
ストが公表された。今回のリストの注目点の一つは、搭載されているプロセッサ数が非常に多くなっ
ていることである。発熱問題で単体プロセッサの動作周波数が頭打ちになっており、プロセッサ数を
増加することで全体性能を向上せざるを得なくなっている。今後は多数のプロセッサの能力を最大限
に引き出し、実動作環境で性能向上を図る必要がある。そのためには、システム上で動作するアプリ
ケーション側でプロセッサ数の増加に合わせて性能を向上できる様な並列アルゴリズムの研究開発
と、それらのアプリケーションを開発するためのプログラミング言語やコンパイラ等の研究開発がい
っそう重要となってくる。
トピックス 2　高性能コンピュー タへの搭載プロセッサ数の増加
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　2008 年 6 月 18 日に、世界のスーパーコンピュ
ータの 500 位までの順位を決める最新の TOP500
リストが公表された。TOP500 は、1993 年から毎
年、6 月、11 月に発表されており、世界の高性能
なコンピュータの動向を知るリストとして多用さ
れている。今回のリストの注目点は、搭載されて
いるプロセッサ（コンピュータ内で基本的な演算
処理を行う LSI）の数が非常に多くなっていること
である。
　図表 1 にプロセッサ数と性能の推移を示す。「性
能合計①」は 3 年間で 7 倍、「プロセッサ数合計②」
は 4.2 倍の伸びとなっている。つまり、「プロセッ
サあたりの性能③」は、約 1.7 倍しか伸びていない。
発熱問題で単体プロセッサの動作周波数が頭打ち
になり、結果としてプロセッサあたりの性能の向
上が鈍化しつつあることを示していると考えられ
る。そのため、プロセッサ数を増加することで全
体性能を向上している状況が窺える。
　図表 2 は、TOP500 掲載の全システムのプロ
セッサ数分布を前回との比較で示している。シス
テムの大半は 3,000 以下のプロセッサ数であり、
9,000 以上を搭載しているシステムは数％である。
しかし、全体的な分布でみて、搭載プロセッサ数
が増え、右にシフトしている。
　TOP500 の順位は、リンパックベンチマーク注）
の性能の高低によって決められており、必ずしも
実際の動作環境でのシステム性能を反映している
とは言えない。多数のプロセッサの能力を最大限
に引き出し、実動作環境で性能向上を図ることが
必要である。そのためには、システム上で動作す
るアプリケーション側で、プロセッサ数の増加に
合わせて性能向上ができる様な並列アルゴリズム
の研究開発と、それらのアプリケーションを開発
するためのソフトウェア開発環境（プログラミン
グ言語、コンパイラ等）の研究開発がいっそう重要
となってくる。
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注　リンパック（LINPACK：LINear equations 
software PACKage)ベンチマーク：主に浮動小数点
演算のための連立一次方程式の解法プログラムであ
る。測定結果は1秒あたりの浮動小数点演算数として
表示される。
①性能合計：TOP500掲載の全システムのLinpack　
　性能(Rmax)合計の基準からの相対比率
②プロセッサ数合計：TOP500掲載の全システムの
　プロセッサ数合計の基準からの相対比率
③プロセッサ当たりの性能：①÷② 
 





  
 

 




 
   






 




 









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図表 1　プロセッサ数とプロセッサ性能の推移
図表 2　TOP500 掲載の全システムのプロセッサ数分布
（2008 年 6 月と 2007 年 11 月の比較）
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　量子コンピューティングには、0 と 1 に対応する状態の重ね合わせ状態が必要であり、それが可能
となる最小単位を量子ビットまたはキュービットと呼ぶ。これまで重ね合わせの量子状態が観測でき
るという確証はなかったが、このほど複数のマイクロ波多光子を含む超伝導キュービットの重ね合わ
せ状態の観測に成功したという論文が、2 つのグループから発表された。2 つのグループは、1 個の
光子だけを使うのではなく、高性能な共振器の中にマイクロ波光子を閉じ込めて複数のマイクロ波光
子と超伝導キュービットとを結合させることにより、真に量子力学的な重ね合わせ状態となっている
ことを確認した。
トピックス 3　量子力学的な重ね合わせ状態の観測に成功
参　考
1)　“Generation of Fock states in a superconducting quantum circuit”; M.Hofheinz, et al; nature Vol. 454 (17 July 2008) 310-314
2)　“Climbing the Jaynes-Cumming ladder and observing its√n nonlinearity in a cavity QED system”; J. M. Fink, et al; nature 
Vol. 454 (17 July 2008) 315-318
　複数のマイクロ波多光子を含む超伝導キュービットの
重ね合わせ状態の観測に成功したという2 つの論文が、
nature 誌 7 月17日号に掲載された。1 つは、カリフォ
ルニア大学サンタバーバラ校の M. Hofheinz らのグル
プー 1) であり、もう1 つは、スイス連邦工科大学チュ
ーリッヒ校の J. M. Finkらのグループ 2) である。2 つ
のグル プーは、高性能な共振器の中にマイクロ波光子を
閉じ込め、複数のマイクロ波光子と超伝導キュー ビットと
を結合させた（図表1 参照）。光子数 n に対する依存性
を実験的に確認し、量子力学的な相互作用による重ね合
わせ状態が実際に観測できることを初めて示した。
　量子コンピューティングには、0 と1 とに対応する状
態の重ね合わせ状態が必要であり、それが可能となる
最小単位を量子ビットまたはキュービットと呼ぶ。超伝
導のジョセフソン接合回路を用いて、基底状態 g> と励
起状態 e> の2 準位キュービットをつくれるが、光子を
余分に基底状態に加えて、2 つの状態を同じエネルギー
にしないと状態の重ね合わせが起きない。例えば、n 個
の光子を伴った基底状態 n g>と n－1個の光子を伴っ
た励起状態 (n－1) e>とは、同じエネルギーにすること
ができ、その時、重ね合わせ状態が生じる。その重ね合
わせ方には 2 種類あり、2 つの状態をそのまま重ね合わ
せた状態 n+>と、片方を裏向けて（すなわち、位相を反
転して）重ね合わせた状態 n－> がある（図表2 参照）。
　光子と超伝導キュー ビットの量子力学的な相互作用の
結果、n+>と n－>とには √n に比例したエネルギー差
が生じる。この比例関係は、古典論には無い量子力学の
特徴であるが、1 個だけの光子（n=1）を使ったのでは比
例関係を実験的に証明できず、複数個の光子を使う必要
があった。相互作用の結果によりエネルギー差ができる
量子現象は、Rabi 分裂あるいは Rabi 振動として知られ
ており、後者は分裂により生じた 2 つの振動数による一
種の「うなり」として観測される現象である。古典力学で
も類似の現象が存在し、例えば、同じ周期の2 つの振
り子をお互いに糸で結んで相互作用をさせると、振れて
いる振り子と止まっている振り子が時間的に交互に入れ
替わる。相互作用が大きい程、入れ替わる時間が短いが、
振幅に依存することはない。ところが、量子力学的な
相互作用の場合には、電磁波の振幅、すなわち、光子
数 n にも依存することが大きな特徴である。
　M. Hofheinz らのグループは Rabi 振動の観測によ
り、また、J. M. Fink らのグループは、エネルギー準
位の観測により、Rabi 分裂が √n に比例しているこ
とを確かめた。これにより、重ね合わせの量子状態が
実際に観測されていることを示した意義は大きく、こ
れらの成果は、今後の量子情報処理や量子通信の実用
化研究に向けての重大な知見である。
ng ＞
ng ＞
（n － 1)e ＞
（n － 1)e ＞
n ＋＞
n －＞
共振器マイクロ波光子
光子
超伝導
キュービット
図表 1　超伝導膜で作成された構造の概略
図表 2　状態 ng> と状態 (n-1)e> の重ね合わせ方
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トピックス 4　絶縁油中有機塩素化合物の分離・回収技術
　残留性有機汚染物質であるポリ塩素化ビフェニール（PCB）を数十 ppm 含む絶縁油は、全国で大量に
保管されており、漏洩などの懸念から PCB の早急な分解処理と、絶縁油の有効利用が求められている。
大阪大学・兵庫県立健康環境科学研究センター・㈱ネオスは共同で、PCB などの有機塩素化合物を
絶縁油中から完全に分離し、高効率に回収する技術を発表した。この技術は、デンプンから合成させ
るシクロデキストリンの誘導体を吸着剤として用いるもので、PCB を完全に吸着分離できる。また、
吸着した PCB はトルエンで洗浄することで 90％以上を回収でき、吸着剤は繰り返して使用できる。
今後、PCB の分解処理量や保管量を大幅に削減でき、絶縁油の再使用も可能とするだけでなく、PCB
分析の前処理への適用や、ダイオキシン類などの残留性有機汚染物質のほか、有機フッ素化合物の分
離・回収への適用も期待される。
参　考
1)　17th Symposium on Environmental Chemistry, pp62-
65, 2008.
2）　Analytical Chemistry, Vol.80, №.1, pp317-320,2008.
　2008 年 6 月、大阪大学・兵庫県立健康環境科学
研究センター・㈱ネオスは共同で、PCB などの有
機塩素化合物を絶縁油中から完全に分離でき、か
つ高効率で回収できる技術を発表した 1）。
　残留性有機汚染物質（POPs）である PCB を数十
ppm 含む絶縁油は、全国で 50 万kℓ（ドラム缶で
250 万本）以上保管されている。その処理として強
アルカリを用いた分解処理などが行われているが、
今後、その処理には膨大な時間とエネルギーが必
要となる（50kℓ/日の処理施設で全量処理した場合
27 年以上かかる）。また、保管容器の劣化や自然
災害による漏洩も懸念されることから、早急な処
理が求められている。一方、分解処理後の絶縁油は、
組成の変化などから再利用はできず、ボイラー燃
料などとして利用されている。もし、PCB のみを
分離できれば、分解処理・保管の対象を大幅に削
減でき、かつ絶縁油の再利用も可能になる。そこで、
従来から活性炭やゼオライトなどを吸着剤に用い
た吸着分離技術が検討されてきたが、PCB を完全
に分離することはできず、また吸着後の回収も困
難であった。
　今回発表された技術は、デンプンから合成され、
ナノサイズの疎水性空孔をもつシクロデキストリ
ン（CD；図表 1）誘導体を吸着剤とし、絶縁油中に
分散させて撹拌し PCB を吸着させる（図表 2）。そ
の後、吸着剤を回収し、有機溶剤で洗浄して PCB
を分離する。CD の空孔を調整し、処理温度を適切
にすること（～ 130℃）で、24 時間程度で高塩素
化 PCB も完全に吸着分離でき、回収溶剤にトルエ
ンを用いることで 90％以上分離回収が可能になっ
た。また、吸着剤は 30 回以上繰り返し使用しても
性能劣化はなく、PCB 濃度 3,000ppm の絶縁油に
も対応できる。さらに現在は、処理時間を短縮し、
PCB 回収率を向上させる研究が進められている。
　本技術は、回収率をさらに向上できれば PCB 分
析の前処理に適用することも可能となる。また、
処理条件、回収溶剤などを調整することで、ダイ
オキシン類などの POPs に対しても本技術を適用
できる可能性もある。さらに 2009 年 11 月の「残
留性有機汚染物質評価委員会」において世界的に規
制されるペルフルオロオクタンスルホン酸などの
有機フッ素化合物（撥水剤、界面活性剤などに使
用）の分離・回収への適用も期待されている。
0.8 nm
0.5 䌾 0.9 nm
O OO
HO
OH OH
OH
OO
OH HO
α-CD(n=1)
β-CD(n=2)
γ-CD(n=3)
図表 1　シクロデキストリン
出典：㈱ネオス提供資料
吸
着
率
(％
）
攪拌時間 ( 時間 )
1 3 5 12
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20
40
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100
図表 2　有機塩素化合物の除去率
参考文献 2）を基に科学技術動向研究センターにて作成
1、2、4－3 塩素化ベンゼン
3、4、4'－3 塩素化PCB
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科学技術動向研究
温室効果ガス削減に貢献する電力技術
浦島　邦子　　　　　　　　戸澗　敏孔
環境・エネルギーユニット
　世界では人口増加や経済の発展、
生活レベルの向上などの要因から、
近年エネルギー消費量が増加して
いる。石油枯渇の懸念や価格高騰問
題などへの対応としては、バイオ燃
料の導入が各国で検討されている。
バイオマス起源の燃料は有機物で
あるため燃焼させると CO2 を排出
するが、これに含まれる炭素は、そ
のバイオマスが成長過程で光合成
により大気中から吸収した CO2 に
由来するため、カーボンニュート
ラルと考えられている。しかし最近
の研究結果によると、CO2 排出量
は必ずしもゼロではなく、生産のた
めの土地開墾時に発生する CH4 な
どの温室効果ガス (Green House 
Gas：以下 GHG) 増加も問題となっ
ている 1）。しかし、発展途上国な
ど農業が盛んな国では、調理や暖
房用燃料として、日常的に薪・炭・
農業廃棄物・動物の糞などを利用
している人々が 25 億人いる。発展
途上国の多くの国では、これらの
バイオマス資源が家庭の総エネル
ギー消費量の 90％以上を占めてい
る。こうしたバイオマスの利用方法
は、非効率的であるのみならず、健
康被害や経済開発にまで深刻な結
果をもたらしている。世界保健機構
WHO の調査では、バイオマスによ
る室内空気汚染で毎年約 130 万人
もの人々（大半は女性と子供）が死
亡しているという 2）。さらに、とう
もろこしやサトウキビなどは燃料
と食糧との競合問題が大きくなり、
2007 年時点においてすでに実際に
穀物の値上がりが生じている。食糧
問題のみならず、 日本では家畜用飼
料作物である米国産トウモロコシ
の値上げに伴う肉類の高騰などが
懸念されている。
　一方で、石油に代わり石炭の消
費量も伸びている。特に開発途上
国では石炭を中心とする化石燃料
の利用増加に伴い、CO2 のみなら
ず、酸性雨の原因となる硫黄酸化物
（SOx）や窒素酸化物（NOx）および
煤塵の問題が深刻化し、健康被害
や越境問題に発展することが懸念
されている。我が国では、1970 年
代にピークだった環境問題に対処
すべく、排煙処理技術の開発を進め、
煤塵・SOx・NOx を除去する電気
式集塵装置や脱硫・脱硝装置など
の排煙処理技術は、いまや世界トッ
プレベルにある。しかしこういった
環境浄化装置が付設されていない
発電所は途上国ではまだまだ多く、
これらが越境して我が国にも被害
がもたらされることが懸念されて
いる。
　以上のような背景から、本稿では
特に、電力分野に関する現状と課題、
そして世界全体の環境問題に貢献
するための施策について検討する。
２‐１
エネルギー需要の見込み
　今後のエネルギー需要の見込み
を燃料別、地域別に図表 1 に示す。
2  エネルギー需要の見込みと排出ガスの現状 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
World Energy Outlook 20063） に
よると、21 世紀半ばの世界エネル
ギー需要は、現在の 1.5 ～ 2 倍増
と見込まれている。途上国の人口
増加や生活水準向上なども予想さ
れることから、世界のエネルギー
消費はアジア地域を中心に増加傾
向にある。石炭・石油・天然ガス
などの化石燃料は 2030 年までの
エネルギー需要増全体の 83% を占
め、この世界需要に占めるシェア
はほとんど変わらない。化石燃料
の中で石油のシェアは落ちるが、
それでも 2030 年時点でもトップ
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のシェアを維持するとされている。
また、水力発電のシェアは微増と
なるが、原子力はほぼ変わらない。
開発途上国は近代的な商業エネル
ギーが増大し、バイオ燃料生産原
料および発電・熱供給燃料として
のバイオマスの利用増を相殺する
ため、バイオマスのシェアはわず
かに低下する。水力以外の再生可
能エネルギー（風力、太陽光、地
熱など）の伸び率は最も高いが、化
石燃料に比べると 2030 年でも低
いシェアである。
　エネルギー需要の絶対量が最も
増加するのは石炭であり、需要増
の約 80％が中国とインドに因るも
のである。石炭を中心とする化石
燃料の利用増加に伴い CO2 のみな
らず、酸性雨の原因となる SOx や
NOx、煤塵などによる問題が深刻
化し、健康被害や越境問題に発展
することが危惧される。また、世
界の製造工場といわれる中国や今
後電力インフラが増設される国で
は、フッ化硫黄 (SF6) およびバイ
オマスによるメタン (CH4) 発生量
の増加も見込まれ、多量の GHG
の排出が懸念される。
２‐２
温室効果ガス排出量の現状 
　発電過程で発生する GHG の大
半は CO2 である。オランダ環境評
価機関（ＭＮＰ）4）によると、世界
における CO2 の排出量は 2007 年
には中国が第 1 位で、第 2 位の米
国と合わせて全世界の 47% を占め
ている。どちらの国も京都議定書
には参加していない。また、中国、
米国、欧州連合（ＥＵ）、インド、
ロシアの上位 5 カ国・地域で全体
の 71％を占める。先進国のみなら
ず、発展途上国にも効果的な削減
技術の普及や施策が必要である。
　京都議定書ではCO2のみならず、
CH4、N2O、ハイドロフルオロカー
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図表 1　世界におけるエネルギー需要の見込み
参考文献 3) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 2　G8 国における CO2 以外の温室効果ガス排出量
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
※ 1990 ～ 2006 年、HFCs は 1995 年から
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ボン (HFC)、パーフルオロカーボ
ン (PFC)、SF6 の 6 種類の GHG 削
減対象となっている。1990 年か
ら 2006 年までの GHG 排出量の
推移が、（独）国立環境研究所地球
環境研究センター温室効果ガスイ
ンベントリオフィス（GIO）から公
表されている 5）。図表 2 は G8 国
における 2005 年度の CO2 以外の
GHG 排出量である。CO2 以外の
GHG に関しても排出量最大国は
米国である。全般的に農業が盛ん
な国では CH4 の排出が多い。CO2
以外のガスは、温暖化係数 (Global 
Warming Potential: GWP、CO2 を
1 として換算する ) が CO2 の 310
倍から 2 万倍以上あることから、
我が国でも無視できない量となっ
ている（図表 3）。
　中国は 2006 年にはすでに米国
を抜いて世界最大の CO2 排出国
と な り、 ま た イ ン ド も 2007 年
には世界排出量の 8％に達してい
る。他のアジア諸国の発展も世界
の CO2 排出量増加の大きな原因
となることは容易に想像できる。
2004 ～ 2030 年における世界の
CO2 排出量増加分の 4 分の 3 以上
は開発途上国が占め、途上国が世
界の CO2 排出量に占めるシェアは
2004 年の 39％から 2030 年には
50％強へと上昇すると考えられて
図表 3　我が国の温室効果ガス排出量
　　　　( 総量は CO2 に換算、百万トン)
参考文献 5) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 4　主要国の火力発電からの SOx と NOｘの排出量
参考文献 6、7) を基に科学技術動向研究センターにて作成
いる。開発途上国では石炭の利用
率が高く、原子力や天然ガスの利
用率は低いことが要因である。
２‐３
排出ガスの現状と
我が国の環境技術
　前述したように、途上国などで
は火力発電などの石炭利用が増
えることによって、CO2 以外に
も、SOx、NOx や煤塵など大気
汚染物質の排出量の増加が危惧さ
れる。我が国では 1950 年代から
の高度成長に伴い、工場からの大
気汚染物質が人々の健康に被害を
与えた公害を克服するために、発
電装置に排煙処理装置を付設し、
また燃焼方法も改善し、現在では
環境を考慮した発電が通常的に行
われている。図表 46、7) に示すよ
うに、我が国では火力発電所から
の SOx や NOx の 排 出 量 は、 他
の主要国と比較して極めて低い値
となっている。これは、我が国は
石炭火力発電に関する先端的な技
術、すなわちクリーン・コール・
※ PFCs は 1996 年からのデータ
排出源 GWP 1990~2006 年総量
総量に対する
割合
CO2 化石燃料燃焼、バイオマス燃焼 1 20,881.9 93.7 
CH4
水田、化石燃料採掘、埋め立て、廃棄物・排水処理、
反すう動物の消化活動、窒素肥料など 21 485.4 2.2 
N2O
燃焼、窒素肥料、農耕牧畜、土地改良、汚泥水
など 310 511.7 2.3 
HFCs エアゾール製品の噴射剤、カーエアコンや冷蔵庫の冷媒、断熱発泡剤など
HFC-134a：
1,300 など 181.3 0.8 
PFCs 半導体等の製造や電気部品などの洗浄など P F C -14：6,500 など 119.8 0.5 
SF6 変圧器等の絶縁ガスや半導体の製造工程 23,900 107.8 0.5 
計 22,287.7 100.0 
3.5
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３‐１
火力発電所の熱効率
　図表 5 に各国における火力発電
所熱効率の比較を示す 5、9）。この
図からもわかるように、我が国の
発電技術は世界最高水準の熱効率
を実現している。一般に、火力発
電所の熱効率を向上させるために
は、ガスタービンや蒸気タービン
の入口温度・圧力を高める必要が
ある。高温の燃焼ガスで駆動する
ガスタービンでは、タービン翼の
材料や遮熱・冷却方法などにより、
使用できる温度が制限される。
　初期のLNG複合発電（ガスター
ビンと蒸気タービンを組み合わ
せた発電方式）では、ガスタービ
ン入口温度が 1,100℃で熱効率が
47.2％であったが、最新のものは
新たな材料や冷却方法などが導入
され、入口温度が 1,500℃に向上
し、熱効率 59％を達成している。
例えば、東京電力㈱の場合、火力
発電所全体の平均熱効率が 1％向
上すると CO2 排出量が 170 万トン
削減される試算である 10）。
　一方で石炭火力発電においても、
近年蒸気タービン入口の蒸気条件
の高温・高圧化が進められ、90 年
代初期の 538℃から現在は 600℃
を達成している。それに伴い熱効
率も 42％程度から 45％以上に向
上している。さらに複合発電技術
を適用した石炭ガス化複合発電
は、現在実証試験が行われており、
1,500℃級ガスタービンを用い、発
電効率48％以上を目標としている。
　このように火力発電の熱効率を
向上させるためには、タービン翼
材料、遮熱材料、冷却技術の開発
を進めることが必要である。また
熱効率の改善は、発電コストの低
図表 5　各国における火力発電所熱効率の比較
参考文献 6、9) を基に科学技術動向研究センターにて作成
テクノロジーを有し、環境に調和
した石炭利用の総合的な推進を実
施している結果である 8)。このよ
うに我が国は、過去の環境問題へ
の対応を通じて、排煙処理技術の
開発を進め、煤塵や SOx、NOx
を除去する電気式集塵装置や脱
硫・脱硝装置などの排煙処理技術
はいまや世界トップレベルであ
り、このような我が国が有する優
れた技術を発展途上国に活用する
ことによって、国際貢献にも寄与
できる。
図表 6　各国の電力送配電損失率
参考文献 11) を基に科学技術動向研究センターにて作成
※日本は 2005 年、その他は 2004 年
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減だけではなく、GHG 排出抑制の
ためにも重要課題である。
３‐２
電力インフラに
貢献する技術
　図表 6 に各国の電力送配電損失
率を示す 11）。我が国では送電線材
料・構造の改良、送電電圧の昇圧、
送配電機器の高効率化、送電制御
技術などの進展により、損失率
は世界トップクラスの低い水準と
なっている。GHG 抑制の観点から
も、今後さらに損失率を改善する
ことが求められる。そのためには、
例えばアモルファス変圧器、超電
導送電など、機器や材料の開発を
進める必要がある。
　一方、送電系統に設置されてい
る高圧遮断器などに用いられてい
る SF6 は、温暖化係数が CO2 の
約 24,000 倍あることから、少量の
排出にも細心の注意を払わなけれ
ばならない。我が国ではこれらの
機器の点検や撤去に際し、SF6 を
98％以上の回収率で回収し、再利
用している。今後は、回収率をさ
らに向上させる技術の開発や SF6
に換わる絶縁材料の研究、そして
回収技術を国際展開していく必要
がある。
３‐３
廃棄物利用による発電
　今後、途上国においても大量消
費に伴い廃棄物発生量が著しく増
大することが考えられることから、
リサイクルや廃棄物の有効利用が
望まれる。そのひとつがバイオマス
を利用した発電であり、前述したよ
うに発展途上国では主流な発電手
段である 12）。バイオマスは燃料と
して廃棄物系と植物（栽培作物）系
とに分類され、利用方法には、大き
く分けて直接燃焼、CH4 発酵など
の生物化学的変換、ガス化や炭化な
どの熱化学的変換による燃料化な
どがある（図表 7）13）。我が国にお
いてのバイオマス活用は、現在廃
棄物の焼却による発電が主である。
製紙業などの過程で排出される黒
液やチップ廃材、農林・畜産業の
過程で排出される木くずやバガス
（さとうきびの絞りかす）、家庭や
事務所などから出るゴミなどを燃
焼させることによって得られる電
力あるいは熱を利用する。家畜排
せつ物や食品廃棄物から CH4 ガス
を生成する技術も確立されている
が、収集・輸送や CH4 発酵後の残
さ処理などが課題であるため、ま
だ全国的に普及はしていない。す
でに収集・処理システムが確立し
ている下水汚泥については、下水
処理場の一部において CH4 ガスを
生成させて、電力あるいは熱に変
換する施設の設置が実施されてお
 8
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図表 7　バイオマスを利用した発電と資源の分類
出典：参考文献 13)
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温室効果ガス削減に貢献する電力技術
り、この技術は N2O の削減に貢献
している 14）。
　植物（栽培作物）系バイオマス
は、サトウキビ・ナタネなどの植
物を燃料に転換して利用するもの
で、我が国では、エネルギー利用
目的の作物栽培は、技術的課題と
ともに、栽培量・土地・経済性の
問題があるため、これまであまり
進展していない。
３‐４
省エネルギーに貢献する
ヒートポンプ技術
　GHG 抑制のためには、電気の
使用面での対策も重要であり、高
効率・省エネルギー機器の開発
および普及が必要である。省エネ
化や割安な深夜電力消費によるコ
スト削減と電力負荷平準化（昼夜
間の電力需要格差の是正）を成せ
る機器として、ヒートポンプがあ
る。これは、投入した電気エネル
ギーの 3 ～ 6 倍の熱エネルギーを
大気から取り出すことが可能であ
る。このようなヒートポンプを適
用した業務用氷蓄熱エアコン（商
品名：エコアイス）や家庭向けに
自然冷媒ヒートポンプ給湯機（商
品名：エコキュート）が我が国で
開発され、省エネやオール電化の
一環として、いまや世界で導入が
検討されている。特に暖房では、
化石燃料を直接燃焼させ熱エネル
ギーを得るよりも CO2 排出量を約
5 分の 1（石油ストーブ比）にでき
ること、寒冷地用のヒートポンプ
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図表 8　地中熱利用ヒ トーポンプシステム
出典：参考文献 15)
図表 9　地下水蓄熱槽を有するヒ トー
　　　　ポンプシステム
出典：参考文献 16)
給湯も成績係数 COP（Coefficient 
Of Performance：得られる熱エ
ネルギーと消費電力の比）が 4 を
越えるようになってきていること
から、いっそうの普及が望まれる。
水蓄熱や氷蓄熱などの蓄熱技術と
ヒートポンプの組み合わせは、省
エネルギーに加え、電力負荷平準
化にも有効である。また、図表 8
に示すような低温（10 ～ 20℃）
の地熱エネルギーを利用したヒー
トポンプ冷暖房システム 15）は、
特に夏場の電力需要ピークカット
対策として普及が望まれる。さら
に、最近のヒートポンプシステム
では、通常では利用されていない
地下の空間を水蓄熱槽として利用
するものもある（図表 9）16）。蓄
熱槽の水は火災時の消防用水や災
害時の生活用水などにも利用可能
であり、地震の多い我が国は勿論、
4  温室効果ガス抑制からみた電力分野に関する我が国の課題 ●　●　●　●　●　●　●　●
４‐１
原子力発電所設備利用率の
向上
　発電に際し CO2 を排出しない
原子力発電の重要性は高く、今後
も我が国の温暖化対策の中心にな
るものと考えられる。図表 10 に
各国の原子力発電所設備利用率を
示す 17、18）。フランスは電力需要
に応じて出力を変化させる負荷追
従運転を行っているため、相対的
に低い設備利用率となっている
が、他の主要国は概ね 90％程度
近年多くの自然災害が発生してい
るアジア諸国にも価値ある技術と
考えられる。
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の高い利用率である。現在、我が
国では、新潟県中越沖地震による
長期停止などにより過去最低レベ
ルの 60.7％となっている。設備
利用率が向上すれば、化石燃料の
消費を抑制でき、CO2 排出抑制に
つながるだけでなく、発電コスト
の削減にもなる。我が国において
設備利用率が 1％向上した場合、
約 300 万トンの CO2 排出を削減
できる。仮に各国並みの 90％ま
で向上できれば、約 8,800 万ト
ン（2006 年度日本の総 CO2 排出
量の約 6.9％）の排出削減につなが
る。設備利用率を向上させるため
には、まず十分な耐震対策を含め
た設備の安全性を確保し、さらに
透明性・公開性を高め、社会から
の信頼を得ることが重要である。
その上で、定格熱出力一定運転
（従来の電気出力を一定に保つ運
転ではなく、原子炉で発生する熱
出力を一定に保つ運転方法）の普
及、諸外国ではすでに実施されて
いるオンラインメンテナンス（プ
ラント運転中に予備機の補修を行
うこと）や状態監視保全（機器の
運転状態を監視して点検時期を決
めること）などによる連続運転期
間の延伸、定格出力の向上などを
図っていくことが必要である。そ
のためにも、保守管理・点検検査・
安全性評価に関する技術を一層向
上しなくてはならない。
　また、原子力エネルギー利用推
進のためには、高経年化対策・耐
食性材料・高レベル廃棄物処理・
ヒューマンエラーなどに関する研
究も重要である。今後は廃熱の有
効利用による総合効率向上に関す
る研究も必要である。
４‐２
自然エネルギーの利用促進
　図表 11 に、ライフサイクルア
セスメント (LCA) をベースにし
た CO2 排出量の電源種別比較を
示す19）。CO2排出量の観点からは、
水力発電が極めて優れていること
が分かる。水力エネルギーは貴重
な純国産エネルギーであるが、日
本の包蔵水力のうち、出力ベース
ですでに 7 割程度が開発済みで
ある。残りの開発対象は、奥地
化・小規模化してきており、経済
性の確保が難しい状況にある。こ
のような状況の中で、GHG 排出
量の少ない水力エネルギーを有効
に活用するためには、環境を十分
考慮し、これまで発電に利用され
ていなかった既設ダム・農業用水
路・上下水道などを利用した中小
水力発電の開発が必要である。今
後、都市のコンパクトシティ化の
観点からは、小落差・小容量水力
源を活用したマイクロ水力発電な
どの推進も望まれる。また、既存
の大規模水力へは、最新の水車や
発電機など効率の高い機器を適用
することも有効である。水力発電
に関わる関連機器の高効率化の研
究は今後も進める必要がある。一
方、アジア諸国では未開の水力エ
ネルギーが多く存在する。我が国
が持つ水車や発電機などの優れた
水力発電技術を広く普及させるこ
図表 10　各国の原子力発電所設備利用率
参考文献 17、18) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 11　ライフサイクルアセスメントに基づくCO2 排出量の電源種別比較
参考文献 19) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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温室効果ガス削減に貢献する電力技術
とが、アジア諸国におけるエネル
ギーの安定供給および GHG 抑制
の観点から必要である。
　図表 12 に各国の地熱資源量お
よび発電設備容量を示す 20）。世
界有数の火山国である我が国で
は、地熱エネルギーのポテンシャ
ルは高いが、国立公園や観光地な
どの制約から立地が可能な地点は
限られている。地熱エネルギーを
有効に利用するためには、より高
温高圧の蒸気が得られる高温岩体
発電や、逆に現状では利用して
いない低温の蒸気・熱水（80 ～
150℃）で発電できるバイナリー
サイクル発電などの開発を進め
ることが望まれる。また、3 章
で述べた低レベルの地熱（10 ～
20℃）を利用した冷暖房システム
なども普及に努める必要がある。
　一方、現在脚光を浴びている太
陽光や風力は、全国的に導入が進
んでいるが、今後もいっそう推進
していく必要がある。その設置に
は、特に風力の場合、周辺環境へ
の十分な配慮や落雷対策が求めら
れる。これらの自然エネルギーは
気象条件によって出力が大きく変
動しうるため、大規模な導入に際
しては、周波数変動や電圧変動な
ど系統への影響が懸念される。そ
れをカバーするために火力発電を
待機させることは GHG 抑制上好
ましくないため、蓄電池などのエ
ネルギー貯蔵技術の開発が不可欠
である。また、今後は、太陽熱利
用も積極的に導入していくことが
望まれる。
４‐３
電力負荷平準化と
電力貯蔵技術
　図表 13 に我が国の 1 日の電力
需要の変化に対する電源別発電構
成の一例を示す 21）。出力調整を
行わない原子力発電がベースロー
ドを担い、主に火力発電で需給調
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図表 12　各国の地熱資源量および発電設備容量
参考文献 20) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 13　1日の電力需要変化に対する電源別発電構成の一例
参考文献 21) を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 14　総発電電力量に占める原子力・水力発電の割合と CO2 排出原単位
参考文献 6) を基に科学技術動向研究センターにて作成
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整を行っている。近年、夏期を中
心に昼間と夜間の需要格差が増大
している。夜間の最低需要に対応
するため、これ以上原子力発電比
率を増大させることは難しい。図
表 14 に総発電電力量に占める原
子力・水力発電の割合を示す。電
力の大半を原子力発電に依存する
フランスは、他の主要国に比べ、
CO2 排出原単位が極めて小さい。
我が国においても、昼夜間格差を
是正する負荷平準化を進め、原子
力発電の比率を向上させることが
GHG 排出抑制に有効である。さ
らに負荷平準化を進めることは、
火力発電の高い出力での安定運転
が可能となるため、火力発電の効
率が向上することによる GHG 排
出抑制も期待できる。勿論、安定
供給、経済性、燃料調達、立地
などを総合的に勘案して電源構成
の最適化を図らなければならない
が、負荷平準化を積極的に進める
ことが重要である。
　負荷平準化策として、先に述べ
たヒートポンプなどのように、夜間
に蓄熱を行い昼間の冷暖房などに
利用することで昼間の電力需要を
夜間に移行するピークシフト、電気
温水器などのように夜間の電力需
要を促進するボトムアップ、さらに
地熱利用冷暖房システムなどのよ
うに昼間の電力需要を抑えるピー
クカットがある。その中で、夜間
電力を貯蔵し、昼間に供給するピー
クシフトとして、現在は揚水式水力
発電が用いられている。しかし前述
したように、今後は大規模な揚水式
水力発電を増加させることは難し
い。すでに小規模システムとして実
用化されているナトリウム硫黄電
池やレドックスフロー電池などの
新型蓄電池による電力貯蔵技術が
一層コストダウンし、普及していく
ことが求められる。さらに、実証試
験段階にある超電導エネルギー貯
蔵 技 術（SMES：Superconducting 
Magnetic Energy Storage）も早期実
用化が望まれる。電力貯蔵技術は、
太陽光発電や風力発電の大規模導
入に必要不可欠な技術でもある。
5  これからの取り組み●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
　以上を踏まえて、我が国における
今後の取り組みについて検討する。
　世界では人口増加やエネルギー
需要増加に伴い環境問題も多くな
るが、中でも地球規模で人々の生
命・健康・生活環境に影響を与え
る気候変動への取り組みを推進し
なければならない。また、地域的
な大気汚染や水質汚染などの環境
問題に対しては、我が国の経験を
踏まえた、他国への技術の普及や
情報の提供が必要である。
５‐１
既存技術の普及による
CO2 削減の推進
　第 3 期科学技術基本計画にも明
記されているように、「環境と経
済の両立」は持続可能な社会構築の
基本理念となるものである。2006
年、英国政府から発行された「ス
タ ンーレビュー : 気候変動と経済」22）
は、経済学者・科学者・政策担当
者・産業界・NGO の幅広い参加
者が、ブラジル・カナダ・中国・
EC・フランス・ドイツ・インド・
日本・メキシコ・ノルウェー・ロ
シア・南アフリカ・米国などの多
くの重要な国々および国際機関を
訪問し、情報や意見を交換してま
とめたものである。また、2008 年
7 月の北海道洞爺湖 G8 サミット
では、主要テーマとして環境・気
候変動が取り上げられ、「我々は、
2050 年までに世界全体の排出量
の少なくとも 50% の削減を達成す
る目標というビジョンを、国連気
候変動枠組条約 (UNFCCC) のすべ
ての締約国と共有し、かつ、この
目標を UNFCCC の下での交渉に
おいて、これら諸国と共に検討し、
採択することを求める」ことで合
意した。この中で長期目標を達成
するためには、先進国による既存
技術の展開の加速と、低炭素技術
の開発と展開による世界貢献が必
要とされている 23）。また、同じく
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図表 15　2050 年における各技術による CO2 削減への寄与度
出典：参考文献 25)
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2008 年 7 月に閣議決定された「低
炭素社会づくり行動計画」では、日
本の 2050 年までの長期目標とし
て、GHG 排出量を現状から 60 ～
80％の削減を行い、また世界全体
では 2050 年までに半減するとい
う長期目標を実現するために、世
界全体の排出量を今後 10 ～ 20 年
の間にピークアウトさせるとして
いる 24）。
　GHG 削減に対する我が国の取り
組みは、各省庁でいろいろな施策
が検討されているが、その一例と
して図表 15 に示すような技術計
画が経済産業省を中心に検討され
ている 25）。この計画によると、高
効率発電や次世代自動車などの技
術革新を推進することによって、
CO2 をトータルで約 60% 削減する
ことができるとされている。また、
既存技術の普及によって 40% 削減
できると試算されている。
　一方、総合科学技術会議の「環境
エネルギー技術革新計画」によると、
「既存技術の向上は、短期的には温
室効果ガス排出削減の大きな手法
であるが、今後大幅に排出削減を目
指す上では限界があり、中長期的
には抜本的な排出削減につながる
革新的な技術の開発が重要である。
このため、研究開発投資については
短期的には既存技術の向上に注力
するものの、革新的な技術開発へ重
心を移していくことが必要である。」
とされている 26）。そこで、短期的
には我が国が持つ世界トップレベ
ル技術である高効率の発電技術や
送配電ロス削減技術、省エネ、環境
汚染物質除去技術などの既存技術
を発展途上国などに普及させる施
策が優先される必要がある。それが
ひいては、アジアの一地域である我
が国の環境問題にも貢献する。
５‐２
自然エネルギーの
普及・促進
　GHG 排出抑制のために、今後
も自然エネルギーの利用は積極的
に推進していかなければならない。
太陽光・風力に関しては、我が国
でも今後加速的に進展していくも
のと考えられる。しかし、太陽光
などに比べて、安定した発電出力
の得られる水力や地熱は、一層注
目されなければならない。発電に
際し CO2 排出量が最も少ない純国
産エネルギーである水力は、未利
用エネルギーを有効に活用するた
めに立地・経済性に対する検討が
必要である。また既存水力の維持
放流については環境状況などの十
分な検討・検証を行うとともに、
そのエネルギー回収に関する研究
開発が必要である。
　一方、水力同様に CO2 排出量が
少ない地熱は、我が国の資源ポテ
ンシャルが極めて大きい。地熱エ
ネルギーについても立地の制約が
大きいことから、その緩和策が求
められる。また、地熱発電には初
期投資リスクというハードルがあ
るため、それらに対する支援も必
要である。
５‐３
技術の普及と推進を通じた
国際貢献
　図表 5 に示したように、中国の
火力発電所熱効率は先進国に比べ
低い値となっている。これは火力
発電設備の約 53％が 30 万 k Ｗ以
下で、熱効率 20 数％の 10 万 k Ｗ
以下の小規模発電設備が多数残っ
ていることによる 27）。このような
小規模低効率設備更新のほか、プ
ラントの運転管理、点検保守に関
する技術を我が国から中国などへ
移転していくことが大きな国際貢
献となる。例えば、2001 年に九州
電力（株）が行った中国の経年石炭火
力発電所の熱効率改善プロジェク
トでは、石炭灰の付着による伝熱
量低下、灰の堆積による風煙道の
圧力損失上昇、タービン翼の磨耗・
スケール付着による効率低下など
に対して、運転管理・点検保守を
適切に行うことで熱効率が 4.4% も
改善された。このように、発電技
術もさることながら、我が国の優
れたプラント管理システム 28）や保
守・検査技術は、国際的に見て価
値が高い。
　また、途上国では電力需要の増
加に伴い、多くの発電所の建設が
進められているが、それに伴う電
力系統の整備が求められている。
インドなどの途上国の送配電損失
率は極めて大きい。例えば、2005
年に東京電力（株）、（財）電力中央研
究所が中国に対して 100 万Ｖ送電
の技術協力を締結した。このよう
に、我が国の優れた送配電技術や
SF6 回収技術などで国際協力して、
今後発展する国々の送配電損失を
低減することは、世界の GHG 抑
制のためにも大きな意義がある。
　本文で述べてきたように、我が
国は世界最高水準の高効率発電・
送電技術、省エネルギー技術、電
力貯蔵技術、環境対策技術などを
有している。まずはこれらの既存
技術を国内に着実に普及および定
着させ、さらに向上させることが、
国内における GHG 排出削減のた
めに極めて重要である。その上で、
十分な技術を有していない途上国
に対し、我が国の優れた電力技術、
例えば高効率機器といったハード
技術に加え、運転管理・点検保守
に関するノウハウなどのソフト面
も、人的交流・情報交換・技術支
援などを通じて提供していくこと
が、その地域の環境保全および世
界全体の GHG 排出削減のために
求められている。
５‐４
合意形成アプローチの
充実と場の拡大
　エネルギーや環境政策の推進に
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関しては、単に技術開発やインフ
ラの整備だけではなく、産学官民
を交えた合意形成が不可欠である。
我が国では 1950 年代に高度成長
に伴って、工場などの排煙による
大気汚染が人々の健康に被害を与
えた。その状況を克服するために
行政・企業・市民が一丸となって、
規制の強化・制度の見直し・技術
開発・モニタリングなど、問題克
服のための様々な努力を経て今日
の状況が生み出された 29）。このよ
うに、環境改善には政府や産業界
のみならず、一般市民も一体となっ
て取り組むことが重要である。合
意形成の場をこれからも充実させ、
そうした場により多くの市民が積
極的に参加できる機会を拡充する
施策が必要である。それには社会
科学と技術分野が協力して、学術
的に研究を進めることが寄与する
と考えられる。
　例えば、気候変動に関する取り
組みなど将来理想とする社会像構
築に向けては、多くの国々、幅広
い専門分野、また様々な立場から
の参加が必要である。特に発展途
上国においては、行政が中心とな
り、産学官民が一堂に会する合意
形成プロセスの場を設定し、話し
合う機会を増やすことがその国の
問題解決に繋がると期待できる。
これまで合意形成プロセスについ
て、積極的に取り組んでいるドイ
ツなどの例を参考として、我が国
でもこうしたプロセスをこれまで
以上に積極的に政策策定に取り入
れていくことが求められる。
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排熱回収用
高効率熱電変換材料の研究開発動向
河本　洋
ナノテクノロジー・材料ユニット
　化石燃料の利用効率はほぼ限界
に達しており、今後さらにそのエ
ネルギー利用効率を上げようと
すれば、排熱エネルギーを利用す
るしかない。元々捨てていたもの
を利用するわけであるから、熱電
変換システムの効率がそれほど高
くなくても、結果的には化石燃料
によるエネルギーシステムの全体
的効率は改善される。たとえ熱エ
ネルギーシステムの効率が低くと
も、排熱をフレキシブルに使用可
能な電気エネルギーに変換するこ
とには大きな意味がある。
　現実的に応用が可能な技術に
よって、熱エネルギーを電気エネ
ルギーに高効率に変換する材料
（熱電変換材料）の開発が進められ
ている。しかし、これまでの材料
技術およびシステム技術の成果
は、他の発電システムに対するコ
スト競争力を含めて、熱電発電市
場を担えるレベルには到達してい
ない。
　ここでは、なぜ高効率熱電発電
が今後益々待望されるのかを、各
種エネルギーシステムと未利用
排熱量、熱電発電システムの有効
利用による低炭素社会の観点から
述べ、熱電変換材料・製造プロセ
ス、熱電発電システムの普及の条
件などから紹介する。はじめに、
発電性能の視点でこれまで研究開
発されてきた熱電変換材料を概説
し、今後重点的に研究開発すべき
熱電変換材料について資源供給お
よび低環境負荷の観点から言及す
る。続いて、ナノ構造制御による
革新的熱電変換材料に関する研究
開発の現状を述べ、これらの材料
の今後の研究開発の進め方を提言
する。
2  待望される高効率熱電発電 ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
２‐１
各種エネルギーシステムと
未利用排熱の再資源化
　図表1に各種社会システムの排熱温
度と年間排熱量の関係を示す 1、2)。大
型発電システム、鉄鋼関連炉やゴ
ミ焼却場における排熱温度は 200
～ 300℃以上であり、排熱回収が
進みつつあるが、まだ回収レベル
は充分とはいえない。一方、変電
所や地下鉄駅などにおける 150℃
以下の年間排熱量も膨大であり、
今後この低温度領域の排熱を有効
なエネルギーに回収する技術も確
立されれば、社会システム全体の
エネルギー消費の大幅な低減に繋
がる。例えば自動車の場合、年間
排熱量は 45.8Tcal と見積もられる
が 2)、この排熱のほとんどは化石
燃料エンジンから排出される。具
体的には、エンジン燃焼室直後の
排気マニホールドから後方のマフ
ラーまでの間で排出される（排出
ガス温度 300 ～ 750℃）。
　図表 2 に我が国における各種発
電システムの現状の効率 3) と、熱
電発電システム（効率 20%）の利
用を仮定した発電効率の向上につ
いて示す。世界の大規模電力系統
の約 90% は火力発電による。熱
源に化石燃料の燃焼を使い、その
発電効率は 40 ～ 60% であり（ガ
スタービンと蒸気タービンの複合
発電の場合）、化石燃料の燃焼の
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図表 1　我が国における各種社会システムの排熱温度と年間排熱量
200 400 600 800
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40
50
自動車（化石燃料エンジン）
40 ～ 60% の 熱 量（ 約 15TW 相
当）が排熱になっている。これらの
排熱の全てが大気中に捨てられて
いるわけではなく、発電システム
の維持管理や給湯、暖房などへの
熱源として一部は利用されてはい
る。しかし、捨てられている熱エ
ネルギー量が相当多い。これらの
未利用排熱エネルギーを効果的に
回収できれば、これらの発電シス
テムの総合効率の向上が望める。
熱機関として代表的な化石燃料を
用いるレシプロエンジン駆動によ
る自動車の場合は、動力として消
費されているエネルギーは燃料が
保持するエネルギーの 30% 程度で
ある。高温の排出ガスとして捨て
られている排熱エネルギー量も約
30% に達する。
２‐２
熱電発電システムの
有効利用による低炭素社会
　排熱を有効なエネルギーに回収
する技術が確立されれば、社会シス
テム全体のエネルギー消費の低減
に繋がり、将来のエネルギー問題だ
けでなく、地球温暖化などの環境
問題の解決にも貢献できる。図表 3
には、自動車を例にして、排出ガス
の排熱エネルギーを用いて熱電発
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図表 2　各種発電システムの現状の効率と熱電発電システム（効率 20%）の利用を
　　　　仮定した発電効率の向上
参考文献 3) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
（2005 年度における我が国の運輸部門 CO2 排出量は参考文献 4）によるデータを使用）
図表 3　自動車排出ガスの排熱エネルギーを用いて熱電発電をした場合の CO2 低減効果の試算
科学技術動向研究センターにて作成
参考文献 1、2) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
排熱エネルギー回収
動力(30%)
熱マネージメント(30%)
排出ガス排熱(30%)
その他(10%)
燃料消費低減
自動車の燃料エネルギー消費の考え方
2.57億ﾄﾝのうち自動車が約2.3億ﾄﾝ（90%）
（走行時 約2.0億ﾄﾝ（85%））
我が国の運輸部門CO2排出量(2005年度) （注）燃料消費低減量割合がCO2排出量
低減割合と同一になると仮定。
CO2低減量
熱電発電効率10%の場合：2千万ﾄﾝ
20%の場合：4千万ﾄﾝ
科 学 技 術 動 向　2008年 9月号
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電を行った場合の CO2 低減効果に
ついて、試算を示す。
　2005 年度における我が国の運輸
部門 CO2 排出量は約 2.57 億トンで
あり、そのうち、約 90% の 2.3 億
トンは自動車が占めている 4)。この
CO2 排出量の大部分が化石燃料エ
ンジンを搭載した自動車の走行時
のものとすると、走行時の CO2 排
出量は自動車ライフサイクル全体
での CO2 総排出量の約 85% である
ため 5)、我が国の自動車走行全体で
の CO2 排出量は約 2 億トンと推定
される。熱電発電システムによっ
て排出ガス排熱エネルギーを電気
エネルギーに転換し、再利用する
ことにより燃料消費が低減される。
単純に熱電発電効率および燃料消
費低減量割合が CO2 排出量低減割
合と同一になると仮定すると、効率
20% の熱電発電効率のシステム導
入により年間約 4 千万トンの CO2
低減が可能になる。これにより、我
が国の年間の温室効果ガス削減目
標（CO2 換算）の約 50% を達成で
きる。
　現在、経済産業省は太陽光発電を
本格的に普及させるために補助金
制度や優遇税制を検討しているが、
熱電発電の場合も、将来、本格的
に普及させるには同様な制度・税
制などが必要と考えられる。しかし、
このような政策は以降に述べる技
術的課題の克服された後のことで
あり、現在はまだ必要がない。
3  熱電発電システム ●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●
３‐１
熱電発電メカニズム
　熱電発電モジュールはｐ型半導
体とｎ型半導体の 2 種類の素子か
ら構成される。熱電発電のメカニ
ズムを図表 4 に示す 1)。加熱され
た n 型半導体素子（電子の数が
正孔より多い材料）では高温領域
の電子が活性化され（運動エネル
ギーが増え）、低温度領域へ電子
が伝導して熱起電力が発生して高
温側が高電位になる。一方、p 型
半導体素子（正孔の数が電子より
も多い材料）では加熱されると高
温領域の正孔が活性化され、低温
領域に正孔が移動して熱起電力を
発生して低温側が高電位となる。
両半導体素子を図表 4 に示すよう
に組み合わせると、n 型と p 型半
導体素子間に電流が流れる（ゼー
ベック効果と呼ばれる）。熱電変
換材料の発電性能は次式の指数 Z
で表される 6 ～ 8)。
ZT = S2 σT/κ
S：ゼーベック係数 ( 温度差1K 当た
りの熱起電力、V/K)、σ: 電気伝導
率（1/( Ω ･cm)）、κ：熱伝導率（W/
(cm･K)）、T：絶対温度（K）
無次元発電性能指数 ZT は、Z に絶
対温度を乗じた値で、発電性能の指
標として用いられている。性能指数
の高い、すなわち、高効率の熱電変
換材料とは、σおよび S が大きく、
κが小さい材料である。
　得られる電力は、高温熱源から
の熱流と熱電発電の際の温度差、
および素子の熱電特性から決まる
効率に依存する。熱電発電系の最
大効率は、理想的な熱機関に対す
る指標であるカルノー効率と、材
料効率と呼ばれる素子の物理的性
質で決まる効率で与えられる。カ
ルノー効率を 50% とした場合、
熱電発電モジュールの性能指数と
理論発電効率の関係を図表 5 に示
す 6)。この図表は、無次元発電性
能指数が大きくなればなるほどカ
ルノー効率に近づいていくことを
表している。現状の ZT ≒ 1 の熱
電変換材料では理論発電効率は約
9％である。
３‐２
熱電発電システムの
製造プロセスとシステムの効率
　熱電発電システムは高温熱源、
熱エネルギー変換部、低温熱源か
ら構成され、多数の熱電発電ユニッ
トにより構成されている。ユニッ
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図表 4　熱電発電モジュー ル（π形構造）における発電のメカニズム
参考文献 1) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
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トは多数の発電モジュールを直列
接続された構造となっており、発
電モジュールは、図表 4 に示した
ように、ｐ型半導体素子と電極、n
型半導体素子と電極を基本構成と
した一対より成る。
　図表 6 に熱電発電システムの製
造プロセスと発電効率および製造
コストに関する模式図を示す。シ
ステムの発電効率を高めるために
は、半導体材料・素子の熱電発電
効率の向上が最も有効である。熱
電発電素子の特性の一つである
ゼーベック係数 S が数 100μV/K
程度と小さいので、発電システム
の出力、熱源の種類 ( 温度、温度
差、熱流量 ) などによりその数が
決まってくる。抵抗率は 10-5 ～
10-4 Ω m と通常の半導体より小さ
いため、熱電発電システムは大電
流低電圧型電源となる（数 100 V 
以下の電圧）。発電システムでは、
出力は低電圧かつ直流であるため
DC-DC 変換器または DC-AC 変換
器が必要であり、負荷に必要な電
圧および AC 負荷への対応を行う
必要がある。通常、高温熱源と低
温熱源には、熱流を通過させるた
めのファンやブロアなどの補助動
力が付随する。発電システムの出
力としては、総出力からこれらの
補機動力を差し引いたものが正味
出力となる 6)。後述するように、
材料・素子の熱電発電効率が低い
場合には、それ以外の製造プロセ
スでシステムの全体の効率を高め
る必要がある。
　現状の熱電発電の普及を妨げ
ている最大のポイントはシステ
ムの導入および運用における経済
性と、機能性の確保にあると考え
られる。さらに低コストで使い勝
手の良い、高信頼性があるシステ
ムを開発する必要がある。その方
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図表 5　熱電発電モジュー ルの無次元発電性能指数と理論発電効率の関係
参考文献 6) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 6　熱電発電システムの製造プロセスと発電効率および製造コストに関する模式図
科学技術動向研究センターにて作成
法の一つとして、排熱エネルギー
回収素子としての使用のみではな
く、熱エネルギーの効率的利用の
ための高速熱流制御素子などの熱
機能素子としても熱電発電システ
ムを使用することが考えられる。
さらに、様々な熱エネルギーシス
テムに、排熱エネルギー回収素子
を高効率エクセルギー回収機器と
して利用するシステム化により、
全体システムの高付加価値化があ
る。以上の課題については、民間
科 学 技 術 動 向　2008年 9月号
24
図表 5　主な太陽系小天体探査ミッション
企業の研究開発機関が競争と協調
をスムースに行える仕組みを、国
の資金支援も含めて、作る必要が
ある。
３‐３
熱電発電システムの
普及の条件
　システム効率として 10％を超え
ることができれば、熱電発電の普
及が促進されるだろうといわれて
いる。そのためには、無次元発電
性能指数 ZT ＞ 2 を満たす材料が
必要であり、素子効率で 15％以上、
出力密度で 1 W/cm2 以上が条件
とされる 6)。
　熱電発電技術を適用すべき分野
は、利用する熱源の温度レベルや
その形態によって、省エネルギー
と環境保全を目的とした大掛かり
なシステム、小規模の電源を指向
した民生機器への応用など、様々
に存在する。それらのシステムと
機器の実用化には、経済性、すな
わち熱電発電システムのコストと
パフォーマンスの確保が重要にな
る。図表 7 に各種発電システムに
おける単位出力当たりのシステム
（プラント）コストを示す。熱電発
電のモジュールの価格が現在の太
陽光発電システム並みになれば、
応用分野は大幅に拡大すると考え
られる。現在の太陽光発電システ
ムコストは 800 円 /1W 程度にま
で低減している 9～12)。したがって、
現状の熱電発電システムコストは
太陽光発電システムの 1.3 ～ 2.5
倍程度である。
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参考文献 9 ～ 12) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 7　各種発電システム（プラント）のコスト
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４‐１
これまでの熱電変換材料
　3-3 節に述べたように、理想的な
熱電変換材料とは、無次元発電性能
指数 ZT が 2 以上の材料である。図
表 8 に ZT からみた主な熱電変換材
料開発の経緯を示す 6)。これまでは、
ビスマス・テルル (Bi2Te3）、鉛 ･ テ
ルル (PbTe)、亜鉛アンチモナイド
(ZnSb)、SiGe、鉄シリサイド (FeSi2)
などの金属問化合物が主力材料で
あった。それらの中で特に、Bi2Te3
系化合物は、室温から約 450K ま
での比較的低い温度領域で ZT が大
きい、現在最も多く用いられている
熱電変換材料である。
　図表 9 に熱電変換材料の ZT の温
度依存性を示す 6、13)。それぞれの
材料の ZT は温度が高くなると増加
し、ピーク値に達して低下する傾
向にある。Bi2Te3 と Zn4Sb3 は 300
～ 700K の低・中温度域で ZT=1.0
～ 1.25、AgSbTe2/GeTe ( 組 成 比
1：1）の 化 合 物 は 700K で ZT ≒
1.2、Si0.2Ge0.8 は約 1100K で ZT ≒
0.7 の発電性能を有する。500K 以
下の低温領域では BiTe 系、700 ～
900K の中温領域では AgSbTe2/
GeTe お よ び CeFe4CoSb12、900K
以 上 の 高 温 領 域 で は Si0.2Ge0.8、
Bi2Sr2Co2Oy、Ca3Co4O9 の熱電変換
材料の ZT が高い。
　実用化できる材料系では、過去
50 年にわたって、ZT ＞ 1 へと向
上させることは非常に難しかった。
その原因は、ZT のパラメータであ
る電気抵抗率と熱伝導率が相互依
存的特性を有するためである。しか
し最近では、ZT ＞ 2 の性能をもつ
材料もいくつか論文発表されてい
る。同じ材料系でもナノ構造化し
た熱電変換材料では ZT ＞ 1 が得ら
れる研究例があるが、しかし、そ
れらの材料（Bi、Te、Pb、Sb、Ag
系材料など）では、実際に使用可能
なモジュールのサイズにまで大き
くする製造プロセスが開発されて
いない。
４‐２
資源供給に不安がない
低環境負荷の熱電変換材料
　図表 8、9 に示したように、現在
まで使用されてきた熱電変換材料
は、重金属である Bi、Sb、Pb など
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図表 8　無次元発電性能指数からみた主な熱電変換材料開発の経緯による金属間化合物であり、地球上
における埋蔵量が少ない元素から
構成されている。しかも、これらは、
環境負荷の面などから、本格的な実
用化は今後ともむずかしいと考え
られる。最近、身近に存在する、あ
りふれた材料で低環境負荷であり、
かつ耐熱性が高い金属酸化物が注
目されている。しかし、これらは重
金属系材料に比べそれらの熱電発
電効率が低い 6、14、15)。
　図表 10 にこれまで研究されてき
た主な熱電変換材料と、今後重点
的に研究開発すべきと考えられる
材料系を模式的に示す。今後は、原
料資源の埋蔵量が豊富で、低コス
トでシステムを構成でき、しかも
低環境負荷となるシリサイド系と
金属酸化物系材料の研究開発に重
点をおくべきであると考えられる。
マグネシウム ･ シリサイド（Mg2Si）
は、発電効率が低いという問題は
あるが、電気回路などを工夫すれば、
モジュール全休の効率を上げるこ
とができると考えられている ｡
　Mg2Si、β -FeSi2、MnSi1.73 などの
シリサイド系化合物は、今後低環境
負荷の有望な候補材料であり ､ これ
まで材料の微視的構造やプロセス
の面から性能改善が検討されてき
たが、ZT ≒ 0.2（素子効率で 2 ～
5%）と低い。しかし、ミクロ構造
制御した MnSi1.73（p 型半導体）と
Mg2Si (n 型半導体 ) の組み合わせの
モジュールで素子効率 6.4％を達成
したとの報告がある 6、15)。
　金属酸化物であるセラミックス
を常温・常圧の水溶液から合成する
プロセスは低コストで量産に向く
製造方法であり、材料そのものの環
境負荷が低い。高温動作の高効率熱
電変換材料には、今後、それらの物
質としての高温での安定性などか
ら金属酸化物が中心となっていく
と思われる 6、15)。
　化合物のもつ特異なバンド構造
と電子構造によって、正孔移動度が
室温で 2000 ～ 8000 cm2/Vs と異
常に大きい値をもっているスクッ
テルダイト化合物とよばれている
p 型半導体である CeFe3CoSb12 は、
熱伝導率を CoSb3 の約 1/5 にまで
低減して、ZT ≒ 1.3 （800 K）を実
現している 6、15)。
　非晶質並みの低熱伝導率と、結
晶並みの大きい電子移動度を有す
る半導体材料として、クラスレート
化合物 Ba8Si46 がある。ここで、ク
ラスレート化合物とは、結晶格子に
よって作られた空間の中に小さな
分子が取り込まれ、共有結合によら
ずして安定な物質として存在して
いるものをいう。この材料は複雑な
篭状構造をもっており、篭内の原子
のフォノン散乱によって格子熱伝導
率が非晶質α -Ge や石英ガラス ( α
-SiO2）程度に小さい。発電性能は、
現状で ZT ≒ 0.6（900 K）であるが、
元素置換やキャリア ( 電子、正孔 )
濃度の最適化で、ZT ≒1.5 が実現
できると見込まれている 6、15)。
　その他に、亜鉛アンチモン系で
ある Zn4Sb3、強相関電子系化合物、
超格子化合物、NaCo2O4 系などの
金属酸化物の熱電変換材料がある。
図表 9　主な熱電変換材料の無次元発電性能指数の温度依存性
参考文献 6、13) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
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CaCoO3 の針状単結晶では、ZT=1
を超えることが報告されている。
４‐３
海外における熱電変換材料
の研究開発動向
　米国では、エネルギー省（DOE：
U. S. Department of Energy) に よ
るエネルギー効率および再生可能エ
ネ ル ギ ー (Energy Efficiency and 
Renewable Energy)プロジェクトの
一環である FCVT（Freedom CAR 
& Vehicle Technologies）プログラム
などにおいて、車両の排出ガスの排熱
エネルギーに重点を絞って熱電発電
技術に関する研究開発が推進されて
おり、超格子材料やその応用技術に
代表されるナノ構造材料技術領域ま
での研究開発などが精力的に展開さ
れている16 ～ 18)。
　一方、欧州における熱電発電技
術に関わる研究開発はこれまでわ
ずかしか行われていなかったが、最
近、ドイツを中心にこの分野の研究
開発が活発になりつつある。フラ
ウンホーファー研究機構 (FHG：
Fraunhofer Gesellschaft）は 国 内
外の産業界向けに応用技術を中心
とする研究開発を行っている機関
であるが、ドイツ国内の 56 箇所
の FHG 研究所の内、製造技術 ･ 応
用 材 料 研 究 所（IFAM：Institute 
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for Manufacturing Technology 
and Applied Materials Research）
は、 物 理 計 測 技 術 研 究 所
（IPM：Institute for Physical 
Measurement Techniques）および
集積回路研究所（IIS：Institute for 
Integrated Circuits) 間で連携して、
ナノスケールの熱電変換材料プロ
セスとエネルギー供給用モジュー
ル・システムの実用性に関する研
究開発を実施している 19)。一方、
ドイツ航空宇宙センター（DLR：
Deutsches Zentrum fur Luft- und 
Raumfahrt）では、宇宙用熱電発電
センサーの利用計画や熱電発電性能
評価技術の国際的な基準作りに関す
る研究開発活動を行っている 20)。
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図表 10　これまで研究されてきた主な熱電変換材料と今後重点的に研究開発すべき材料系
　ナノ構造制御技術などを利用す
れば飛躍的な高効率を有する熱電
変換材料開発が可能とみられ、それ
らの材料技術がコスト ･ パフォーマ
ンスでの競争力を有するモジュー
ルやシステムへ適用できるレベル
に達すれば、熱機能素子や熱エネル
ギー回収デバイスなどを対象とす
る省エネルギー・低負荷環境技術産
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図表 11　ナノ構造制御による熱電変換材料の研究開発例
業の大きな広がりが期待される。
　図表 10 に示した材料系のうち、
今後研究開発が進むと考えられる、
ナノ構造制御による革新的な熱電
変換材料の例を図表 11 に挙げる。
また、図表 12 は、主な熱電変換材
料系を、性能支配要因となる熱電変
換材料のエネルギーギャップ、熱
伝導率（格子成分）、キャリア（電
子、正孔）移動度の観点から配置し
て、発電効率向上のためのナノ構造
制御に関する主な方策を模式的に
示した図である。以下に、それぞれ
の研究例を概説する。
５‐１
ナノ薄膜構造熱電変換材料
　希少元素を使用せず、ナノレベル
の構造制御により、ありふれた元素
のみを用いて高効率熱電変換材料
を実現することを目的とした研究
例として、以下の例が挙げられる。
　絶縁体である SrTiO3 が少量の
Nb を添加することによって高温
領域（約 750℃）の熱電変換材料に
なることが注目されている。発電
効率は重金属系材料の 1/3 以下と
低いため、熱起電力を高める方法
として数 nm の極薄膜シートに電
子を溜める方法が提案されている。
電気を通しやすい重金属の中では
逆に電子が溜まりにくいため、こ
の方法で発電効率を高めることは
困難であるが、絶縁体を用いれば、
電子を溜めることが可能になる。
Nb 添加により電子を生成させた
厚さ 0.4nm の SrTiO3 薄膜シート
を、Nb を添加していない絶縁体
の SrTiO3 で上下に挟んだサンド
イッチ構造 (SrTiO3/SrTiO3：Nb/
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図表 12　主な熱電変換材料系における性能支配要因およびナノ構造制御の視点からの
              発電効率向上策に関する模式図
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SrTiO3) にすることで、この複合
薄膜の熱電発電効率を従来の重金
属系材料に対して約 2 倍まで向上
させることに成功した 21、22)。
　このようなナノ薄膜構造熱電変
換材料を、小面積の薄膜レベルに
とどまることなく、広い面積の膜
やナノ構造から構成されるバルク
材料に展開する製造プロセスを開
発できれば実用システムへの応用
が開ける。
５‐２
超格子化合物熱電変換材料
　電子伝導と熱伝導を異なるナノブ
ロックで独立に制御することにより、
高い熱電発電効率を達成しようとす
る考え方がある。層状構造酸化物、
特に対称性の異なる 2 種類以上の
副格子を規則的に周期配列したハ
イブリッド結晶により、高い熱電発
電効率を発現させる試みが発表され
ている。これは、熱電機能を持つナ
ノブロックを複数種組み合わせて低
次元・異方構造を構築し、高効率
熱電変換材料を創製しようとする試
みである。また、低次元の結晶構
造に関する理論計算により、量子井
戸、量子線、量子ドットなどの超格
子構造で熱電発電効率が飛躍的に
増大する可能性が指摘されている。
Bi2Te3/Sb2Te3 の超格子薄膜素子で
ZT ≒ 2.4 ( 室温 ) が得られたという
報告もある 6、15)。
５‐３
ナノワイヤー・アレイ
熱電変換材料
　直径が20 ～300nmの粗い Siナノ
ワイヤーが多数配列したウエハーか
らなる大面積アレイを電気化学的に合
成すると、直径が約 50nm の Si ナノ
ワイヤーの熱伝導率がバルクSiに比
べて1/100 に低減し、室温で無次元
発電性能指数 ZT＝ 0.6が得られたと
いう研究例がある。ナノワイヤ でーは、
熱伝導率は Siの非晶質限界のものに
近くなるはずであり、この報告のナノ
ワイヤーの性質は現行の理論では説明
できていない。バルクSi は熱電発電
特性が従来の熱電変換材料より劣る材
料である。仮に、ゼーベック係数と電
気伝導率にあまリ影響を及ぼさずに熱
伝導率を大幅に低減できるのならば、
Siナノワイヤー・アレイは高性能な熱
電変換材料として有望である23～25)。
　Si は大規模な加工が可能だが、
電気伝導度と熱伝導率が高いため、
熱電発電特性は低い。しかし、ナ
ノワイヤー寸法と不純物ドーピン
グ量により、幅広い温度範囲にわ
たって Si ナノワイヤーの ZT 値を
バルク Si より約 100 倍改善された
とすれば、資源供給や低環境負荷
の視点から、産業応用可能性を高
めたこの成果の意義は大きい。Si
をナノワイヤー・アレイに構造化
して、ナノワイヤーの形状と不純
物ドーピング量を綿密に制御する
方法が確立されれば、Si ナノワイ
ヤーは高効率の熱電変換材料とし
て大きな可能性をもつことになる。
資源の安定供給や低環境負荷物質
を使用する視点や、コスト・パ
フォーマンスの観点でも、この研
究は注目される。
５‐４
強相関電子系熱電変換材料
　強相関電子系とは、物質の中で
も電子どうしの間に働く有効的な
クーロン相互作用が強いものを指
し、遷移金属や希土類を含む系で
電子相関の強いものが多い。希
土類のもつ f- 電子に着目した強
相関化合物として (Ce1-xLax) Ni2、
(Ce1-xLax) ln3、CePd3、CelnCu2
などが、室温より低い温度域にお
いては熱電発電性能が高い材料と
して注目されている 6、15)。
　層状酸化物であるNaCo2O4 が室
温で100μV/Kの大きな熱起電力と
5x103/(Ω・cm) の大きい電気伝導率
をもつことが見出されている。この
層状酸化物系は、キャリヤー濃度が
1021 ～1022cm-3 の高い値であるにも
かかわらず 100μV/K という大きな
熱起電力をもつが、その要因は結晶
中での強い電子相関が重要な役割を
しているためと説明されている 6、15)。
　一方、従来、電気伝導率が高い
金属は熱電発電効率が低いと考えら
れてきたが、2000 年に我が国にお
いて、コバルト酸化物（CaCoO3）が
大きな熱電発電効果を示すことが発
見された。現在では、この物質の大
きな熱電発電効果発現のメカニズム
の解明を通して、さらに高効率の熱
電変換材料を探索する指針が得られ
ると考えられている 6、15)。
５‐５
平面構造の熱電発電素子
　これまでの熱電発電素子は、図表
4 に示したように、素子の厚さ方向
の温度勾配を利用する厚肉型の pn
接合となっており、そのためには p
型と n 型の両方の電気伝導特性を
持つ材料が必要である。しかし、種
類が豊富な金属酸化物半導体では n
型がほとんどであり、p 型と n 型の
両方の電気伝導特性を持つ金属酸
化物は見当たらないため、金属酸化
物のみで従来型の pn 接合の熱電発
電素子構造はむずかしいとされて
きた。
　平面構造の熱電発電素子は、n 型
半導体素子のみを用いて素子面の
両サイドに温度勾配を作り出して、
平面内において電子の流れを得て
発電するものである。この構造と
原理を利用すると、従来の半導体
薄膜デバイスと同様に、平面構造
の熱電発電素子の薄膜化、小型化、
高密度化した熱電発電素子が可能
になると期待されている 26、27)。
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図表 13　経済産業省・技術戦略マップ「エネルギー分野―総合エネルギー効率の向上―」に寄与する技術
              における「未利用微少エネルギー電力変換」技術
6  我が国における熱電発電技術に関する研究開発プロジェクトの現状 ●　●　●
　この領域は、第 3 期科学技術基
本計画・分野別推進戦略における
ナノテクノロジー・材料分野の材
料領域において、重要な研究開発
課題である「未普及なエネルギー
利用を具現化する材料技術」の目標
の一部に掲げられた 28)。また、そ
の後、「Cool Earth- エネルギー革
新技術計画（2008 年 3 月策定）」
のもとに見直しも行われた、経済
産業省の 2008 年度の「技術戦略
マップ」におけるエネルギー分野で
は、熱電発電技術は「未利用微少
エネルギー電力変換」技術としてと
らえられている。しかし、政策目
標である「総合エネルギー効率の
向上」への寄与度が大きいと想定
される個別技術にはなっていない
（図表 13）29)。2-1 節で述べたよう
に、各種エネルギーシステムから
廃棄される未利用の熱エネルギー
は微少なものではない。
　同マップのナノテクノロジー分
野では、ナノテクノロジーの重
要な出口分野として環境・エネル
ギー、電子・情報などの分野を設
定し、これらの分野の各技術領域
に求められる機能を実現するため
にどのようなナノテクノロジーが
貢献できるかという視点により、
技術を俯瞰するマップが策定され
た。図表14に、この技術ロードマッ
プにおける排熱発電技術領域に関
する技術課題を要約して示す。熱
電発電技術は、電子・情報・半導
体領域の排熱利用技術の重要技術
として選定され、その年次展開課
題とともに、技術ロードマップに
示されている 29、30)。
　これまで公表された、熱電発電
技術に関する（独）新エネルギー・
産業技術総合開発機構（NEDO）成
果報告書は 115 件あるが 31)、それ
らの多くの研究開発は単年度予算
の産業技術研究助成事業によるも
のである。未利用排熱エネルギー
の効果的回収に熱電発電技術を普
及させていくには、図表 14 で示
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された、材料・モジュールの高効
率化および低コスト化、環境負荷
の低い熱電変換材料の開発、モ
ジュール発電効率 15 ～ 20% の達
成時期を早めるべきである（2020
年以前に）。そのためには、7 章に
述べる、研究開発推進体制の強化
や、対象とする熱電変換材料の絞
込みを行って、研究開発資金の重
点投資を実施していく必要がある。
　文部科学省は、「第 3 期科学技術
基本計画」の重点推進 4 分野の一つ
である「ナノテク・材料分野」に列
挙される「戦略重点科学技術」のう
ち、「資源問題解決の決定打となる
希少資源・不足資源代替材料革新
技術」の研究開発の位置付けで、平
成 19 年度より「元素戦略プロジェ
クト」を実施している。平成 20 年
度のプロジェクト公募で、想定
される研究課題の一つに熱電変換
材料が取り上げられており、材料
を構成する元素の役割とその機能
発現のメカニズムを科学的に解明
することが掲げられている（図表
15）32、33)。
参考文献 29) 掲載図表を基に科学技術動向研究センターにて作成
図表 14　経済産業省・技術戦略マップ「ナノテクノロジー分野の技術ロードマップ―電子・情報・半導体―」
              における排熱発電技術領域
図表 15　文部科学省「資源・環境・エネルギー問題解決に資する元素戦略」
              における研究課題例
出典：参考文献 33) から抜粋して転載
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　熱電変換材料に関する研究開発
の今後の進め方としては、以下の
事項を考えていくべきであろう。
①資源に乏しい我が国では革新的
なエネルギー技術の開発、導入・
普及によって、次世代型のエネル
ギー利用社会の構築に取り組んで
いくことが不可欠である。長期に
わたる将来技術は方向性を政府が
示しつつ、特に、リスクとハード
ルが高い材料系については政府が
重点投資して研究開発を推進すべ
きであろう。熱電変換材料に関す
る研究開発はこれに該当する。
②熱電変換材料を用いてコスト ･
パフォーマンスを有するモジュー
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ルやシステムを開発できれば、熱
機能素子や熱回収デバイスなどを
対象とする省エネルギー・低負荷
環境技術産業の大きな広がりが期
待される。今後、我が国が当該技
術分野で世界のリーダーシップを
取り、技術的な優位性を諸外国に
たいして確保すべきである。
③今後の研究開発プロジェクトの
進め方としては、基礎・基盤技術
の研究開発から実用化までの道筋
と重点的に取り組むべき課題をさ
らに明確にし、短期的課題と長期
的課題に分けたうえで、材料技術・
デバイス化技術・応用技術に関す
る研究開発を並行して推進する具
体的方策を採るべきである。
④長期的課題として、画期的発電
効率を有する新たな材料開発とこ
れらを用いた熱電発電デバイスの
研究開発を進めるべきであろう。
材料技術として、ナノ構造制御と
その製造プロセスによる超格子や
量子構造（井戸、細線、ドット）に
よる新規ナノ材料システム、環境
負荷の低い金属酸化物などを検討
し、それと並行して発電モジュー
ル技術としての高効率化・小型化、
広い温度範囲での動作化などを進
めていくことが望ましい。
⑤政府として推進するプロジェク
トでは、基礎・基盤技術開発から
実用化または普及拡大までの全体
シナリオに基づいたうえで、新規
熱電変換材料の研究開発をどこに
重点をおいて実施していくかを明
確にすることが求められる。
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　低炭素社会の実現には各種エネル
ギーシステムと未利用排熱量の低減
が必要であり、そのためには熱電発
電システムの普及が不可欠である。
しかし、現在、限られた分野で実用
されている熱電発電システムで用い
られている材料は、資源の供給に不
安があり、高環境負荷が懸念される
重金属を主成分とした材料である。
また、現状では、素子の発電効率が
低いために経済性が劣る。これらの
理由により、技術開発の歴史はすで
に半世紀に及ぶが、熱電発電システ
ムの本格的普及は進んでいない。
　これらの熱電発電技術に関わる課
題を解決するために今後最も重視す
べきは、高効率かつ使用環境におい
て安定な、低コストとなる熱電変換
材料の研究開発と考えられる。資源
供給に不安がなく、低環境負荷とな
る材料系を用いることが不可欠であ
り、今後は、金属酸化物やシリコン
化合物に研究開発をシフトすべきで
あろう。また、それらのナノ薄膜構
造、超格子、ナノワイヤー・アレイ
および強相関電子系化合物などが研
究開発の対象として注目される。
　低炭素社会の実現への波及効果な
どの重要性から、熱電発電技術に関
する研究開発の今後の進め方として
は、基礎・基盤技術の研究開発から
実用化までの道筋と重点的に取り組
むべき課題をさらに明確にした全体
シナリオに基づく研究開発プロジェ
クトを、短期的課題と長期的課題に
分けて、材料技術・デバイス化技術・
応用技術を並行して推進するべきで
ある。特に、長期的課題としては材
料のナノ構造制御とその製造プロセ
スに関わる金属酸化物などの研究開
発があるが、その技術的ハードルが
高いことから、政府が主導で推進す
るプロジェクトが求められる。革新
的な材料系を用いて発電効率が 20%
以上の画期的熱電発電素子が見出さ
れ、コスト ･ パフォーマンスを有す
るモジュール・システムが開発でき
れば、省エネルギー・低負荷環境技
術産業の波及効果は計り知れないほ
ど大きい。
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